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関連省庁等における検討状況について
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本協会が対応すべき重要施策について

① SDGsの達成に向けた取組み
～脱炭素（グリーン）社会の実現に向けて～

 サステナブルファイナンスの推進に 向け
た取組み

 証券会社の仲介機能の発揮による
投資家、発行体等への支援

③ 国民の資産形成支援
の強化

 ＮＩＳＡ等を活用した中長期的な資産
形成の定着

 世代や職業等に応じた金融リテラシー
向上に向けた取組み

② デジタルトランスフォーメーション
（DX）の促進

 証券取引における各種手続の更なるペーパー
レス化・デジタル化

 証券会社における円滑なＤＸ推進に向けた検討

 マイナンバー制度定着と利活用範囲拡大の検討

④ 高齢化社会に対応した
金融サービスの実現に向けて

 高齢顧客に相応しいより丁寧な金融サービス
のあり方の検討

 認知・判断能力の低下等に備えた資産運用・
管理や代理人取引のあり方の検討

 世代間の円滑な資産承継

― 社会課題の解決への取組み ―

投資者からの信頼のより一層の向上と証券市場の機能強化に向けて

これらを支える

人材の育成
×

国内外の

ステークホルダー
との連携強化

2021年7月1日
記者会見資料より
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２．金融庁 サステナブルファイナンス有識者会議

2

４．金融庁 ESG評価・データ提供機関等に係る専門分科会

６．金融庁 ソーシャルボンド検討会議

８．環境省 グリーンファイナンスに関する検討会

３．JPX サステナブルファイナンス環境整備検討会

７．金融庁 ソーシャルプロジェクトのインパクト指標等の
検討に関する関係府省庁会議

１．政府の動向等

９．環境省 ESG金融ハイレベル・パネル

５．経済産業省・環境省・金融庁 トランジション・ファイナンス環境整備検討会
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１．政府の動向等

政権 時期 タイトル 概要

菅政権 2020年10月 2050年カーボンニュートラル宣言

2020年12月 「2050年カーボンニュートラルに伴うグリー
ン成長戦略」策定

産業政策・エネルギー政策の両面から、成長が期
待される14の重要分野について実行計画を策定

岸田政権 2021年10月 （第6次）「エネルギー基本計画」策定 2050年カーボンニュートラルを目指し、2030年時
点CO2排出量目標などを策定

2022年6月
（予定）

「クリーンエネルギー戦略」策定（予定） 上記計画・目標について、分野、時期、投資規模
を含めた工程をより具体的に示す

（1月4日「『クリーンエネルギー戦略」に関
する有識者懇談会』」で首相が検討を指示
した項目）※

送配電インフラ、蓄電池、再生エネ、水素、
アンモニアなど非炭素電源のあり方

産業構造の転換や労働移動

地域の脱炭素の取組み

国民の理解促進やライフスタイルの転換

（ＥＳＧ投資の促進など）
資金調達のあり方

カーボンプライシング

※ 2022年1月19日 日本経済新聞朝刊
「首相、脱炭素へ排出価格付け検討 夏までに戦略」より抜粋
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一 はじめに
二 新型コロナ対応
三 新しい資本主義
（人への投資）
～世界が、産業界が、地域が必要とする、人材像やスキルについて、現場の声を丁寧に聞き、明確化した上で、海外の先
進事例からも学び、公的職業訓練の在り方をゼロベースで見直します。人的投資が、企業の持続的な価値創造の基盤で
あるという点について、株主と共通の理解を作っていくため、今年中に非財務情報の開示ルールを策定します。あわせて、四
半期開示の見直しを行います。

四 気候変動問題への対応
～この分野は、世界が注目する成長分野でもあります。二〇五〇年カーボンニュートラル実現には、世界全体で、年間一兆ド
ルの投資を、二〇三〇年までに四兆ドルに増やすことが必要との試算があります。 我が国においても、官民が、炭素中立型の
経済社会に向けた変革の全体像を共有し、この分野への投資を早急に、少なくとも倍増させ、脱炭素の実現と、新しい時代
の成長を生み出すエンジンとしていきます。 二〇三〇年度四十六％削減、二〇五〇年カーボンニュートラルの目標実現に向
け、単に、エネルギー供給構造の変革だけでなく、産業構造、国民の暮らし、そして地域の在り方全般にわたる、経済社会全
体の大変革に取り組みます。 どの様な分野で、いつまでに、どういう仕掛けで、どれくらいの投資を引き出すのか。経済社会変
革の道筋を、クリーンエネルギー戦略として取りまとめ、お示しします。 ～
五 すべての人が生きがいを感じられる社会へ
六 地域活性化
七 災害対策
八 外交・安全保障
九 憲法改正
十 おわりに

参考．
2022年１月17日「施政方針演説」における岸田総理のご発言（略）
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本日は、炭素中立型の経済社会実現への具体的な道筋を示すクリーンエネルギー戦略の策定に向けて、各界で御活躍の有
識者の皆様から貴重な御意見を伺いました。
過度の効率性重視による市場の失敗、持続可能性の欠如、富める国と富まざる国の環境格差など、資本主義の負の側

面が凝縮しているのが気候変動問題であり、新しい資本主義の実現によって克服すべき最大の課題でもあります。日本は、２
０３０年度４６パーセント削減、そして、２０５０年カーボンニュートラルの目標にコミットしています。目標達成の道のりは、
極めてチャレンジングです。国際的な電力グリッドを持たず、原発事故による原発不信が強く残り、再生可能エネルギーも、山
多く、海深い島国のため、コスト高にならざるを得ません。これが、日本経済の弱みになっています。この弱点を、何としても克服
していかなければなりません。
２０５０年カーボンニュートラル実現には、世界全体で、年間１兆ドルの投資を、２０３０年までに４兆ドルに増やす

ことが必要との試算があります。我が国においても、官民が、炭素中立型の経済社会に向けた変革の全体像を共有し、こ
の分野への投資を早急に、少なくとも倍増させ、新しい時代の成長を生み出すエンジンとしていきます。
この変革を成し遂げるためには、単に、エネルギー供給構造の変革だけでなく、産業構造、国民の暮らし、そして地域の

在り方全般にわたる取組が必要です。クリーンエネルギー戦略においては、どのような分野で、いつまでに、どういう仕掛けで、
どれくらいの投資を引き出すのか。経済社会変革の道筋の全体像を、お示ししたいと思っています。
萩生田経済産業大臣取りまとめの下で、山口環境大臣と共に、送配電インフラ、蓄電池、再エネ始め水素・アンモニアなど

非炭素電源、安定、低廉かつクリーンなエネルギー供給の在り方、需要側の産業構造転換や労働力の円滑な移動、地域に
おける脱炭素化、ライフスタイルの転換、資金調達の在り方、カーボンプライシング、多くの論点に方向性を見いだしてください。
特に、地域社会が主体的に進める脱炭素の取組の後押しや、国民一人一人の理解促進、暮らしの変革については、山口環
境大臣に具体策の検討をお願いします。その上で両大臣から、検討の結果を山際大臣が担当する新しい資本主義実現会
議へ報告してください。
気候変動問題に対応し、我が国の経済社会を炭素中立型にしていくという歴史的な変革を実現するためには、政府一丸

となった検討と実行が必要となります。

参考．2022年１月18日開催「クリーンエネルギー戦略に
関する有識者懇談会」における岸田総理のご発言（略）



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

２．金融庁 サステナブルファイナンス有識者会議
＜ 概要＞
趣旨
2050年までのカーボンニュートラルの実現に向けて、「経済と環境の好循環」を作り出していくことが政府の課題となっている。日本企業は、そのため

の高い技術や潜在力を有しており、国内外の成長資金が、こうした企業の取組みに活用されるよう、金融機関や金融資本市場が適切に機能を発

揮することが重要である。こうした観点から、考えられる課題や対応案について検討するため、「サステナブルファイナンス有識者会議」を設置。
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第１回 令和３年１月21日開催

• 事務局からの設置趣旨説明

• 気候変動と金融（高村ゆかりメンバー）

第２回 令和３年２月10日開催

• サステナブルファイナンスにおける情報開示（足達英一郎メンバー）

• サステナブルファイナンスにおける企業報告の在り方について（井口譲二メンバー）

• 企業による気候変動開示の充実（小野塚惠美メンバー）

• 事業会社にとってのTCFD（手塚宏之メンバー）

第３回 令和３年２月18日開催

• 金融資本市場を通じた投資家への投資機会の提供（渋澤健メンバー）

• サステナブル投資の促進に向けたＥＳＧデータの課題と解決策の模索（岸上

有沙メンバー）

• トランジションファイナンスの動向について（林礼子メンバー）

• サステナブルファイナンスに関する証券業界の課題認識や今後の取組みについ

て（田代桂子メンバー）

第４回 令和３年３月２日開催

• 金融機関のリスク管理と気候変動リスク（藤井健司メンバー）

• 環境関連ファイナンスの促進に向けて（吉高まりメンバー）

• 銀行のサステナブルファイナンスとリスク管理の取組（全国銀行協会林尚見メンバー）

• サステナブルファイナンスの促進に向けた生命保険業界の取組み等（生命保険

協会中村篤志メンバー）

第５回 令和３年３月25日開催

• サステナブルファイナンスを考える視点（末吉竹二郎様）

• 「インパクト投資」－その意義と推進－（安間匡明様）

• 日本のサステナブルファイナンスに必要な3つの視点（小西雅子様）

• 脱炭素に向かう世界ー加速するエネルギー転換（大林ミカ様）

• カーボンニュートラル実現に向けた課題（工藤拓毅様）

第６回 令和３年４月22日開催

• 総括（事務局）

第７回 令和３年５月28日開催

• サステナブルファイナンス有識者会議報告書（案）（事務局）

第８回 令和３年６月11日開催

• サステナブルファイナンス有識者会議報告書（案）（事務局）

• サステナブルファイナンス有識者会議報告書（案）概要（事務局）

• ソーシャルボンドガイドライン（草案）の概要（事務局）

第９回 令和３年９月22日開催

• 今後のサステナブルファイナンスの取組みについて（事務局）

第10回 令和４年１月28日開催

• JPX「サステナブルファイナンス環境整備検討会」中間報告書（案）（JPX）

• ESG評価・データ提供 機関について（事務局）
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１．金融庁 サステナブルファイナンス有識者会議
参考①＜ 報告書の概要＞

金融庁HPより
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２．金融庁 サステナブルファイナンス有識者会議
＜参考＞メンバー

金融庁HPより
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３．JPX サステナブルファイナンス環境整備検討会
＜ 概要＞

趣旨
金融庁「サステナブルファイナンス有識者会議」（2021年９月22日開催）におけるグリーンボンド等の情報プラットフォームと認証枠組みにかかる

議論を踏まえ、グリーンボンド等の情報を幅広く集約する情報プラットフォーム等について、実務的な検討を進める。

9

第１回 令和３年10月15日開催

• 検討会の進め方について

• サステナブルファイナンス有識者会議における議論について

• 情報プラットフォームについて

第２回 令和３年11月11日開催

• 認証枠組みについて

第３回 令和３年12月７日開催

• 情報プラットフォーム事務局案について

第４回 令和４年１月21日開催

• 中間報告書事務局案について
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４．金融庁 ESG評価・データ提供機関等に係る専門分科会

10

趣旨
2021年６月に公表した金融庁「サステナブルファイナンス有識
者会議報告書」では、ESG投資が拡大する中で重要性が増す
ESG評価・データ提供機関について、期待される行動規範のあり
方等の議論を進めていくべき旨、提言されている。
金融庁において、こうしたESG評価機関・データ提供機関等につ
いて議論を行う。

第１回 令和４年２月７日開催 14時00分～16時00分

・（会議開催後、資料・議事要旨は公表される予定）

金融庁HPより
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５．経済産業省・環境省・金融庁
トランジション・ファイナンス環境整備検討会
＜概要＞

趣旨
昨今、CO2 多排出産業の着実な低炭素化の取組を評価して資金供給する「トランジション・ファイナンス」という動きが海外で

出始めており、また、2020 年12 月9 日に国際資本市場協会（ICMA）が国際的なトランジション・ファイナンス原則を公

表している。これを踏襲した国内向けのトランジション・ファイナンスの在り方を市場関係者等実務者向けに発信することが急務

となっている。このような背景のもと、同検討会においては、着実な低炭素化・脱炭素化に向け、移行段階に必要な低炭素技

術に対して、トランジション・ボンドまたはローンによる資金調達を行う際に、事業会社、証券会社、銀行、評価機関等が必要

となるガイドラインを示すことを目的とし、主に、下記の事項について、検討を進める。

① ICMA 等の国際原則を踏まえたトランジション・ファイナンス基本指針の策定

② その他、トランジション・ファイナンスに関連する重要事項

経産省HPより
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５．経済産業省・環境省・金融庁
トランジション・ファイナンス環境整備検討会
＜概要＞

経産省HPより

第４回経産省資料

国交省HPより

 海運分野・鉄鋼分野・化学分野ロード

マップについてはロードマップ策定済み

 その他分野も2021年度内に公表予定
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５．経済産業省・環境省・金融庁
トランジション・ファイナンス環境整備検討会
＜参考＞メンバー
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６．金融庁 ソーシャルボンド検討会議
＜概要＞

趣旨
新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、ソーシャルボンド（社会的課題解決に資するプロジェクト（ソーシャルプロジェク

ト）の資金調達のために発行される債券）が国内外で注目されており、国内では民間事業者による発行が少しずつ始まって

きた段階である。こうした中、経済界等から国内における実務的な指針の早期策定の要望が寄せられている。こうした状況を

踏まえ、第１回サステナブルファイナンス有識者会議において決定されたとおり、企業等がソーシャルボンドの発行に当たって参

照できる実務的な指針の策定を検討する為、サステナブルファイナンス有識者会議の下に「ソーシャルボンド検討会議」を設置。

金融庁HPより

本協会より20年12月14日付で要望書を金融庁に提出 第一回金融庁資料

次頁論点について、本分科会・下部WGで意見を取りまとめ、
取りまとめた意見について、同会議委員大和総研熊谷様に
「証券業界の声」として発言を依頼
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６．金融庁 ソーシャルボンド検討会議
＜参考＞ソーシャルボンドガイドラインの概要

金融庁HPより
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６．金融庁 ソーシャルボンド検討会議
＜参考＞メンバー
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７．金融庁 ソーシャルプロジェクトのインパクト
指標等の検討に関する関係府省庁会議

＜概要＞

趣旨
ソーシャルボンドガイドラインでは、ソーシャルボンドの資金使途となるソーシャルプロジェクトがもたらす社会的な効果は、発行体により、

適切な指標を用いて開示されるべきであり、また、可能な場合には定量的な指標を用いて示されることが望ましい旨等が規定された。

一方、ソーシャルプロジェクトには多種多様なものがあることから、このような指標の具体的例示は、関係者間での今後の継続的な議論

に委ねるものとされ、幅広い関係府省庁と連携して、このような指標の具体的例示に向けた議論を進めるため、 「ソーシャルボンド検討

会議」の下に「ソーシャルプロジェクトのインパクト指標等の検討に関する関係府省庁会議」が設置された。

金融庁HPより
第１回金融庁資料
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７．金融庁 ソーシャルプロジェクトのインパクト
指標等の検討に関する関係府省庁会議

＜参考＞メンバー

金融庁HPより
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８．環境省 グリーンファイナンスに関する検討会
＜概要＞

趣旨
環境省では、国内におけるグリーンボンドの普及を図ることを目的として、2017年３月にグリーンボンドガイドラインを策定し、2020年３月に

グリーンボンドガイドラインの改訂、グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ローンガイドラインの策定を実施するが、ICMAによるグリーンボン

ド原則の改訂、サステナビリティ・リンク・ボンド原則の策定等といった状況変化が生じている。

加えて、我が国におけるサステナブルファイナンス市場については、2017年頃から本格的にグリーンボンドの発行が始まり、近年ではリンク債の

発行等を含め、大きく拡大している。一方で、世界の市場では、特に気候変動分野を中心に、いわゆる「グリーンウォッシュ」への対応など品

質確保の観点が課題となっている。

こうした国際的な議論の動向や、国内の各主体による施策の進展等を踏まえ、我が国のサステナブルファイナンス市場をさらに健全かつ適切

に拡大していく観点から、「グリーンファイナンスに関する検討会」を設置し、グリーンボンドガイドライン等の各種ガイドラインの見直し等の検討

を行う。

環境省HPより
第１回環境省資料
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８．環境省 グリーンファイナンスに関する検討会
＜参考＞メンバー、今後のスケジュール

（2021年12月16日開催済み）

環境省HPより
 2022年２月17日 証券部門の意見交換会開催予定
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環境省 ESG金融ハイレベル・パネル
趣旨

ESG 金融には長期の視点が欠かせないことから、ESG
金融に係る全てのステークホルダーがしっかりと意識を持ち
取り組むことが重要である。ESG 金融大国の実現に向け
て、提言を踏まえ、金融・投資分野の各業界トップと国が
連携し、ESG 金融に関する意識と取組を高めていくため
の議論を行い、行動する場として設置

運営
(１) 各業界及び国における、提言に基づく取組や新たな

取組の状況のフォローアップ
(２) 活動内容について、国内外に広く発信

ESG金融ハイレベル・パネル開催状況
第１回 2019年２月28日 資料提供
第２回 2020年３月10日 資料提供
第３回 2020年10月８日
第４回 2021年４月16日
第５回 2022年３月14日（予定）

第１回開催時資料提供

第２回開催時資料提供

９．環境省 ESG金融ハイレベル・パネル
＜概要＞
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日本証券業協会 SDGs推進室

今後の施策案等について

2022年２月７日

資料 ２
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サステナブルファイナンスとして必要とされる資金規模

出所：GFMA※ and BCG Report on Climate Finance Markets and the Real Economy
https://www.sifma.org/wp-content/uploads/2020/12/Climate-Finance-Markets-and-the-Real-Economy.pdf

パリ協定目標達成に必要な投資額
1.5℃目標を達成するためには、2050年までに、対象分野全体で推定100～150兆ドル超の
累積投資が必要とされる。平均すると、年間3兆～5兆ドル以上の投資が必要となる
投資額の見積もりはソース毎に様々である

※ GFMA （Global Financial Markets Association ） は、世界の主要な３つの金融業界団体を包括することによって、重要性を増すグローバルな規制上の問題を提起し、政策
提言活動を行う上での協調を促進しています。３つの金融業界団体とは、ロンドンとブリュッセルに拠点を置くAssociation for Financial Markets in Europe (AFME)、香港のAsia 

Securities Industry & Financial Markets Association (ASIFMA)、ニューヨークとワシントンを拠点とするSecurities Industry and Financial Markets Association (SIFMA)。

３～５兆ドル
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サステナブルファイナンスとして必要とされる資金規模

脱炭素化達成に必要な累積投資額における、地域別、アセットクラス別投資割合

出所：GFMA and BCG Report on Climate Finance Markets and the Real Economy
https://www.sifma.org/wp-content/uploads/2020/12/Climate-Finance-Markets-and-the-Real-Economy.pdf

最も投資を必要とする
地域はアジア地域
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サステナブルファイナンスとして必要とされる資金規模

脱炭素化達成に必要な累積投資額における、アセットクラス別、セクター別投資割合

出所：GFMA and BCG Report on Climate Finance Markets and the Real Economy
https://www.sifma.org/wp-content/uploads/2020/12/Climate-Finance-Markets-and-the-Real-Economy.pdf

エクイティ・ボンドで５割を超える



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved. 4

施策案 ①

テーマ 施策案 （SF推進委員会の所管外含む）

トランジション・ファイナンスの推進 １．（証券会社向け）経済産業省で今年度末までを目途に公表が予定される分野別
ロードマップに関する勉強会の開催を検討する。

２．本協会国際部が事務局を務める「アジア証券人 フォーラム（ASF）」のトラン
ジション・ファイナンスに関するスタディグループでアジア域内におけるトラン
ジション・ファイナンスの状況に関し情報共有を図る。

３．ICMAとのイベントを始め、トランジション・ファイナンスに関する各種発信を
検討する。

質の高いグリーンボンド等をはじめと
するSDGs債の発行・投資に向けたイ
ンパクトレポーティングに関する取組
み

1. 発行体のインパクトレポーティング作成に資するよう、ICMA「Harmonised
Framework for Impact Reporting」等の翻訳、公表を検討する。

2. 本協会ホームページにインパクトファイナンス、インパクトレポーティングの各
イニシアティブ（GIIN、GSG、IMP等）が公表する実際のツール、非財務報告フ
レームワーク（SASB、GRI等）が公表するガイドライン等へのポータルサイトの
開設を検討する。

上場株式等へのインパクトファ
イナンスに関する検討

政府・政権動向、金融庁「サステナブルファイナンス有識者会議」報告書及び「本協会が対応すべき重要
施策について」などを踏まえ、以下の対応案を検討してはどうか。
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テーマ 施策案 （SF推進委員会の所管外含む）

人材育成

１．（発行体向け）ICMAとの研修プログラムを継続するにあたり、SDGs債の発行体にとってよ
り有意義となるよう内容の見直し等を検討する。

２．（証券会社向け）本協会が発行・公表する「SDGsに貢献する金融商品に関するガイドブッ
ク」の内容を最新の内容となるように改定を行う。＜今年度末までを目途に作業中＞

３．＜既出/上記トランジションファイナンス１．と同じ＞

４．＜既出/上記グリーンボンド等に関するインパクトレポーティング/上場株式等へのインパク
トファイナンスの扱い２．と同じ＞

個人投資家において、各金融商
品の特性とともにサステナブル
ファイナンスの意義について理
解が深まるよう、ESG投資・イ
ンパクトファイナンスに関する
普及・啓発

１．本協会ホームページの個人投資家向けサイト「投資の時間」内に、サステナブルファイナンス
の意義等について理解に資するようなコンテンツを検討する。

２． 個人投資家へのESG投資等の浸透状況により、将来的には、個人投資家による上場株式への
ESG投資等の手法や事例の収集・公表等を検討する。

サステナビリティ関連企業開示
の充実

サステナビリティ報告に係る基準の策定に関し、証券業界として適切な意見発信を行う。
＜本委員会下部に「サステナビリティ基準ＷＧ」を設置済（参考資料の２ページ参照）＞

関係機関との連携

１．JPX「サステナブルファイナンス環境整備検討会」におけるESG関連プラットフォーム等の施
策に対し、必要に応じた連携・協力を図る。

２．現状の課題等については関係者間で意見交換を行い、必要に応じて、当局等に対して意見発信
等も検討する。

３．サステナブルファイナンスに関する取組み等は、関係省庁、GFANZ等の各イニシアティブ等
との必要な連携も留意しつつ検討する。

４．引き続き、ICMAとの連携を継続する。

施策案 ②
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（参考）主なサステナブルファイナンス会議体 関連図

6

サステナビリティ基準
WG

カーボンニュートラル
実現に向けた証券業界

に対する
アドバイザリーボード
（会長諮問機関）

証券戦略会議

事務局

サステナブルファイナンス
有識者会議

サステナブルファイナ
ンス環境整備検討会

グリーンファイナンス
に関する検討会

ESG金融
ハイレベル・パネル

金融審
ディスクロージャーWG

ＥＳＧ評価・データ
提供機関等に係る

専門分科会

日証協 金融庁

JPX

経産省

環境省

サステナブルファイナンス
推進委員会

SDGsに貢献する
金融商品に関するWG

環境省・金融庁

各業種別ロードマップ検討会

トランジション・ファイナンス
環境整備検討会

各行政庁

会長 証券業界におけるSDGsの
推進に関する懇談会
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スケジュールイメージ（案）

2022
/02

… 2022
/04

… 2022
/06

… 2022
/08

… 2022
/10

… 2022
/12

ＩＣＭＡによる発行体向けセミナー、
グリーンボンドセミナーの開催（仮）

分野別ロードマップに関する勉強会（順次）

サステナブルファイナンスに関する声明文の作成・公表

ICMA「Harmonised Framework for Impact Reporting」等の翻訳、公表

前述に記載した施策案（一部）について実施する場合には、次のようなスケジュール感を想定。

本協会ＨＰにインパクトファイナンス等の各イニシアティブが公表するツール等へのアクセスページ開設



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved.

日本証券業協会 SDGs推進室

本委員会におけるこれまでの検討・取組み状況

2022年２月７日

参 考
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証券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会
構成：有識者および会員証券会社の代表者等／座長：日本証券業協会会長

証券業を通じ社会的課題解決に貢
献するため、インパクト・インベストメ
ント関連の金融商品の組成・販売
の促進に向けた具体的方策等につ
いて検討・対応する。

サステナブルファイナンス推進委員
会（旧：貧困、飢餓をなくし地球
環境を守る分科会）

証券業界における働き方改革や女
性活躍の推進を図るため、業界横
断的な方策について検討・対応する。

働き方改革・ダイバーシティ推進委
員会（旧：働き方改革そして女性
活躍支援分科会）

統一呼称「SDGs債」の提言・普及
推進

「SDGs債」の統計情報の定期的な
作成・公表

SDGsに貢献する金融商品の
ガイドブック作成

ICMAと連携した国際イベント等の
開催（国際部と協力）

代表者や管理職等、属性別に焦
点をあてたセミナーの開催

業界横断的なテレワークに関する情
報共有等

証券業界とNPO法人等を結ぶ仕組
み「こどもサポート証券ネット」の構築・
運営（物品支援からスタート）

内閣府等が主導する「こどもの未来
古本募金」に業界全体で参画

本協会に「株主優待SDGs基金」を
設置し、国連機関等への拠出

＜具体的な施策例＞

大学との連携

子供の貧困対策支援委員会
（旧：社会的弱者への教育支援
に関する分科会）

経済的に厳しい状況でも子供たちが
将来に希望を持って成長できるよう、
証券業界として支援できる方策につ
いて検討・対応する。

会員向けアンケートの実施

SDGsで掲げられている社会的な課題に証券業界全体で積極的に取り組んでいくため、本協会会長の諮問機関として『証券業界におけるSDGsの
推進に関する懇談会』を設置（2017年9月19日）

証券業界におけるSDGs推進に関する検討体制 ①
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サステナブルファイナンス推進委員会（旧：貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会）
構成：有識者および会員証券会社の役員等

SDGsに貢献する金融商品に関す
るワーキング・グループ

サステナビリティ基準ワーキング・グ
ループ

統一呼称「SDGs債」の提言・普及
推進

「SDGs債」の統計情報の定期的な
作成・公表

SDGsに貢献する金融商品の
ガイドブック作成

サステナビリティ報告に係る基準の策
定に関し、証券業界として適切な意
見発信の検討

証券業界におけるSDGs推進に関する検討体制等 ②

2022年１月17日設置
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「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」等 開催実績

3

会合 開催日 議案

分科会
第1回

2017年
11月1日

 本分科会の運営及び今後の進め方等について
 ESG投資、グリーンボンド、ワクチン債等の動向等について（仮）
【ゲストスピーカー】国際資本市場協会（ICMA）、経済協力開発機構（OECD）

第2回 12月12日  SDGsに関連する途上国の課題とJICAの取組
【ゲストスピーカー】国際協力機構
 今後の検討の進め方について

第3回 2018年
2月16日

 グリーンボンド市場拡大に向けた取組について（仮）
【ゲストスピーカー】環境省
 社会貢献型債券(SRI債)市場の現状と今後の課題
【ゲストスピーカー】大和証券
 現状把握・課題洗出しのための分科会委員宛てアンケート（案）について

第4回 4月13日  メンバー宛アンケート結果の概要
 今後の検討事項（案）について

第5回 5月25日  定義、ガイドラインの整理について
 投資家行動の在り方について

第6回 6月15日  SDGsに貢献する金融商品に関する呼称の統一及び証券会社向けマニュアル等について

WG
第1回

９月13日  本ＷＧの進め方について
 「ＳＤＧｓ債」の定義・範囲について
 会員役職員向けの手引き（仮）について

第7回 10月15日  ＳＤＧｓ推進のための税制改正要望について
【ゲストスピーカー】日本証券業協会 企画部 証券税制室
 ＳＤＧｓに貢献する債券の投資家に対する優遇策について（リスク・ウェイトの観点から）
【ゲストスピーカー】大和証券

第2回 11月８日  呼称「ＳＤＧｓ債」の方向性について

第8回 11月20日  ＥＳＧの評価手法とＰＲＩ格付声明への対応に向けた取組みについて（仮）
【ゲストスピーカー】株式会社格付投資情報センター（R&I）
 ＥＳＧインデックス組成に当たっての現状及び課題について（仮）
【ゲストスピーカー】S&Pダウ・ジョーンズ・インデックス、東京証券取引所
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会合 開催日 議案

第9回
（第3回WG合同開催）

12月12日  グリーンファイナンスに関するOECDの取組みについて（仮）
【ゲストスピーカー】経済協力開発機構（OECD）
 新興国市場の金融機関を対象としたIFCのグリーンボンド・ファンド - 投資の促進と発行の活発化
【ゲストスピーカー】国際金融公社（IFC）
 ICMAのグリーンボンド原則及びExecutive Committeeにおける議論のアップデート（仮）
【ゲストスピーカー】国際資本市場協会（ICMA）
 「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」の検討状況等について

第4回 12月20日  「ＳＤＧｓ債」の範囲について
 ＳＤＧｓに貢献する金融商品に関するガイドブック（仮）について

第10回 2019年
1月23日

 本分科会報告書（案）の概要について

第11回 2月20日  SDGs債の範囲及びガイドブックについて
 本分科会報告書（案）について

第12回 10月10日  EUサステナブルファイナンスに関するタクソノミーについて
【ゲストスピーカー】国連責任投資原則（UNPRI）

第13回
（第5回WG合同開催）

2020年
10月28日

 トランジションファイナンスに関する勉強会
【ゲストスピーカー】経済産業省

第14回（書面） 11月26日  「ソーシャルボンドに関する実務的なガイドライン策定に関する要望（案）」について

第15回 2021年
4月6日

 各省庁における検討会等の検討状況について

第６回
11月29日

 「ＳＤＧｓ債」の範囲及び統計情報内容の更新について

第16回（書面）
12月17日

 「ＳＤＧｓ債」の範囲及び統計情報内容の更新について

第17回（書面） 2022年
1月6日

 「サステナビリティ基準ワーキング・グループ」の設置について

「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」等 開催実績
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「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」の検討対象
（第５回資料より抜粋）

【検討対象】
証券業界において対応可能、特に引受・販売業務に関連して主体的に取り組む余地が大きいものとして、有価証券
（特に債券）を中心に検討を進めることとする。

伝統的 レスポンシブル サステナブル テーマ インパクト フィランソロピー

Focus

高い財務リターン
ESGリスクの低減

ESG機会の追求
高インパクトのソリューション

ESG要因の考慮は
限定的または無し

資産保全のために
ＥＳＧリスクを軽減
する

資産価値を高めるためＥＳＧ要素
を積極的に採用する

環境・社会的課題への取
組みで、市場平均以上の
財務リターンを生み出す

環境・社会的課題への取
組みで、財務リターンと一
定のトレードオフが生じる

財務リターンを生ま
ない社会的課題に
取組む

株式

債券

投資信託

その他

（Eurosif公表資料の分類（Spectrum of Capital：Focus部分）をもとに日証協にて作成）

・インテグレーシ
ョン(ESGリスク)
・ネガティブスク
リーニング/排除

・インテグレーション(付加価値)
・ポジティブスクリーニング／
ベスト・イン・クラス
・議決権行使/エンゲ―ジメント

ESG債≒SRI債≒社会貢献債≒テーマ債 （への投資）
（グリーンボンド、ソーシャルボンド、サステナビリティボンド）

ESGファンド≒SRIファンド≒社会貢献ファンド≒テーマ型ファンド（への投資）

クラウドファンディング

ソーシャルインパクトボンド

・ポジティブスク
リーニング／ベ
スト・イン・クラス

・ネガティブスク
リーニング/排除
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「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
第一次報告書（2019年3月29日）概要

• 投資家は、SDGs関連事業へ資金が充当される金融商品への投資を通じて、SDGsへの貢献が可能。
• グリーン、ソーシャルボンドなどのSDGsに貢献する債券は、近年、発行数・発行額が増加傾向にある。
• そのほか、環境や社会などのテーマに沿って投資対象を選定する投資信託の販売等を通じて、証券会
社は環境・社会的課題に関心を持つ投資家へ対応。

⇒しかしながら、環境・社会的課題の解決にはより多くの資金が必要であるほか、我が国の経済規模等
からすると、グリーンボンド等を含むサステナブルファイナンスは海外に比較して小規模にとどまる。

SDGsに貢献する金融商品の現状

SDGsに貢献する金融市場拡大に向けた課題に関する意見・提言等（債券を中心とした議論）

今後の展開

• 上記を踏まえた役職員、一般向けの普及・啓発を実施しつつ、債券以外の金融商品や、これまでに議論できなかった課題への対応について継続的に検討。

２．ガイドブックの作成（役職員、一般向けの普及・啓発施策）
 SDGsに貢献する金融商品の普及、推進には、まずは証券会社の役職員自身

が、それら金融商品の概要、意義について理解を深める必要がある。
 証券会社の役職員や投資家の認知度向上を目的として、「SDGsに貢献する
金融商品に関するガイドブック」を作成

３．経済的メリット、インセンティブの付与
 SDGsに貢献する債券は、発行体、投資家双方の経済的メリットがない点が課

題。
 これまでの分科会では、「税制措置」、「リスク・ウェイト」の観点から議論。今後も、

継続的、長期的に検討を行い、積極的に情報発信を行うこととされた。

４．評価体系の確立（ESG評価／指数）
 ESG評価、指数組成は、ESG関連市場の拡大、投資家流入に資する。
証券会社・業界として、ESG格付や評価等の定義に関する正確な理解の促進

やESG指数に係る投資家への情報発信などに取組むことが重要。

５．投資家行動の在り方
機関投資家がESG 投資に関する方針を明確化することは企業の取組みを促す。
証券会社には個人投資家とのチャネルを活用した普及・啓発が期待される。

６．発行会社による情報開示
 SDGsに貢献する金融商品への投資促進には企業によるESG情報開示が重要。
 2019年2月、日証協としてTCFD提言への賛同を表明。

１．統一呼称について⇒P10～12参照
 SDGsに貢献する債券について、証券業界としての統一呼称として

「SDGs債」を用いる。
① 呼称統一の対象⇒「債券」
資金使途が明確又は限定可能であり、SDGsへ貢献するものを特定

しやすい
② 呼称における「SDGs」の使用
証券会社役職員や顧客におけるSDGsの認知度向上に資する
SDGs関心層（投資未経験層を含む）による投資促進を期待
ひいては投資家層、発行体層の拡大につなげる

SDGs債の範囲

SDGsの中でも環境・
社会へのポジティブな
インパクトを有し、

• 一般的にスタンダード
として認められている
原則（ICMA原則
等）に沿った債券、

• 事業全体がSDGsに
貢献すると考えられる
機関が発行し、イン
パクト（改善効果）
に関する情報開示が
適切になされている
債券、

が含まれる。

• インパクト・インベストメント、ESG投資など、
証券会社の本業である資本市場を活用した施策

⇒特に、グリーンボンドやソーシャルボンドをはじめとする
SDGsに貢献する金融商品の拡大に向けて検討

※SDGs達成には、世界全体で年間5兆～7兆ドル、途上国
で同3.3兆～4.5兆ドルが必要と試算（UNCTAD調べ）

分科会の目的

6
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SDGs達成のためには民間金融を通じた資金調達が欠かせないところ、SDGs に貢献

する金融商品の総称については、証券会社各社において多様な呼称が用いられ、そ

の定義も各社によって異なっており、この点が、個人を含む投資家や販売側（外務

員）の理解、認知度向上を妨げる一因となっている。

SDGs に貢献する投資の促進のためには、分かり易く、 統一した用語が使用される

ことが望ましい。

分科会等における議論

議論の結果、SDGs に貢献する債券を「SDGs 債」※1と統一して呼称することとし、顧客に対する分かり易さ、
認知度向上の観点から、可能な限り 統一呼称を用い、日証協は当該呼称が広く一般に浸透するよう、周知
のための施策を行っていくとした※２。

※１SDGs債とした理由及びその範囲は次ページ参照
※２日証協では2019年４月にSDGsに貢献する金融商品に関するガイドブックを策定

「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
SDGsに貢献する債券の呼称統一について

SDGs に貢献する投資の促進のため、統一呼称「SDGs債」を提言した。

7
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呼称の範囲（商品）について

 債券（資金使途指定債券）をターゲットに、「SDGs債」と呼称する

 資金使途が明確又は限定可能であり、SDGsへ貢献するものを特定しやすい

 SDGsは幅広い課題の解決に向けた包括的概念

 統一呼称の対象であるグリーンボンド、ソーシャルボンド等はSDGsのいずれかの目標に資する

 新たな種類のプロジェクトに係る債券の発行にも対応可能と考えられる

 証券会社の役職員のSDGs自体の認知度・理解度の向上に資する

 SDGs自体の認知度向上にもつながる

 本分科会は、証券業を通じたSDGsへの貢献を目的とする

 一般社会におけるSDGsの認知度向上に伴って、SDGsに関心のある層（投資未経験層を含む）による投資

促進につながる

⇒投資家層の拡大

⇒発行体の拡大

「SDGs」を用いる理由、背景

「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
SDGsに貢献する債券の呼称統一について

呼称の範囲及び呼称としてSDGsを用いる理由を以下のとおり整理した。

8
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具体的には、次のような債券を含む

 SDGsに貢献する環境・社会へのポジティブなインパクトを有し、
一般的にスタンダードとして認められている原則に沿った債券
（例えば、国際資本市場協会（ICMA）※によるグリーンボンド原則、ソーシャルボンド原則、サステナビリティボンド・ガイドラインなどの原則を指す）
（サステナビリティボンドとは、調達資金が環境（グリーン）及び社会（ソーシャル）双方に資するプロジェクトに充当される債券）

事業全体がSDGsに貢献すると考えられる機関が発行し、
インパクト（改善効果）に関する情報開示が適切になされている債券
（例えば、アジア開発銀行、国際復興開発銀行、欧州復興開発銀行、米州開発銀行、国際金融公社などの機関を指す）

SDGs債とは、「調達資金がSDGsに貢献する事業に充当される債券」や
「SDGsの実現に貢献するKPI設定/SPTs達成型の性質を持つ債券」

グリーンボンド ソーシャルボンド サステナビリティボンド

9

サステナビリティ・リンク・ボンド トランジション・ボンド

「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
SDGsに貢献する債券の呼称統一について
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調達資金の全てが、新規又は既存の適格なグリーンプロジェクトの一部又は全部の初期投資又はリファイナンスのみに
充当され、かつ、ＩＣＭＡのグリーンボンド原則（GBP）の4つの核となる要素に適合している様々な種類の債券。

グリーンボンド

ソーシャルボンド

サステナビリティボンド

調達資金の全てが、新規又は既存の適格なソーシャルプロジェクトの一部又は全部の初期投資又はリファイナンスのみに
充当され、かつ、ＩＣＭＡのソーシャルボンド原則（SBP）の4つの核となる要素に適合している様々な種類の債券。

調達資金全てがグリーンプロジェクト及びソーシャルプロジェクト双方の初期投資又はリファイナンスのみに充当され、
かつ、ＩＣＭＡのサステナビリティボンド・ガイドライン（SBG）に適合している様々な種類の債券。

トランジションボンド

サステナビリティ・リンク・ボンド

• 資金使途特定型：ICMAハンドブック、基本指針で示される四要素を満たし、グリーンボンド原則又はガイドライン
（※）及びソーシャルボンド原則又はサステナビリティボンド・ガイドライン等に整合したボンド
（※）対象事業が「グリーンボンドガイドライン」に具体的な資金使途の例として例示されているものなどのいわゆるグ
リーンプロジェクトに当たらない場合でも、対象となりうる。

• 資金使途不特定型：ICMAハンドブック、基本指針で示される四要素を満たし、サステナビリティ・リンク・ボンド原則
等に整合したボンド

発行体が事前に設定したサステナビリティ/ESG 目標の達成状況に応じて、財務的・構造的に変化する可能性のある債
券。発行体は、事前に設定した時間軸の中で、自社のサステナビリティ目標達成に向けて将来改善することを、明示的に
（債券の開示資料等においても）表明。将来の発行体のサステナビリティ目標の達成状況に連動する債券でもある。

10
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「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
SDGsに貢献する債券の呼称統一について
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１．証券会社の役職員におけるSDGsに貢献する金融商品（投資）の認知度・理解度の向上

２．顧客（投資家、企業等）への普及を通じたSDGsに貢献する金融商品市場の拡大

３．一般社会への浸透により、投資未経験のSDGs関心層の投資行動を促進する

目

的

 SDGsとは

 SDGsと証券業界：SDGsと「投資」の関係、証券業界の機能

 SDGsに貢献する金融商品の概要（歴史等）

 「 SDGs債」について

－プロジェクト例

－ケース紹介

－発行の推移

内

容

「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
「SDGsに貢献する金融商品に関するガイドブック」の作成

SDGs債等の普及に向けてSDGs及びSDGs債等を説明したガイドブックを作成し、公表した。

11

※「ＳＤＧｓ債」の範囲の拡大に伴い、今後改訂を予定
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日本国内で公募されたＳＤＧｓ債の発行額・発行件数の推移
グリーン（発行額）

ソーシャル（発行額）

サステナビリティ（発行額）

サステナビリティ・リンク（発行額）

トランジション（発行額）

グリーン&サステナビリティ・リンク（発行額）

グリーン（発行数）

ソーシャル（発行数）

サステナビリティ（発行数）

サステナビリティ・リンク（発行数）

トランジション（発行数）

グリーン&サステナビリティ・リンク（発行数）

（発行額：億円） （発行数：件）

サステナビリティ・リンク：7（件）
トランジション：2 （件）
グリーン&サステナビリティ・リンク：2（件）

サステナビリティ・リンク：200（億円）

サステナビリティ・リンク：1100（億円）
トランジション：200（億円）
グリーン&サステナビリティ・リンク：160（億円）

2016 2017 2018 2019 2020 2021

公社債発行額合計（除国債）に占
めるSDGs債発行額の割合

0.2% 0.7% 1.7% 3.9% 6.6% 9.8%

日本証券業協会では、2019年11月より、日本国内で公募されたSDGs債の発行状況について四
半期毎に統計を作成・公表している。

「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
SDGs債の発行状況について
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「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
ＳＤＧｓ債ロゴマーク
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「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」
ＳＤＧｓ債ロゴマークの作成

使用例

東京大学ソーシャルボンド

Zホールディングスグリーンボンド
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※ICMAは欧州を中心に世界約60カ国500の金融機関が加盟する国際団体。本拠地はチューリヒ及びロンドン。スイス及び英国当局から自主規制機関と認められている。
本協会との間で2008年1月、相互協力に関する覚書（MoU）を締結し、これまでに５回、日本証券サミット（いずれもロンドンで開催）を共催した。

＜関連事業＞
ICMA共催グリーン／ソーシャルボンド・コンファレンスの開催

本協会では、グリーンボンド市場等の動向について日本市場関係者の理解を深め、日本市場の課題等を
探る機会として、国際資本市場協会（ICMA）との共催で、例年、グリーン／ソーシャルボンド・コン
ファレンスを開催している（20221年度で5度目の開催）

日程 2021年11月12日（金）16時00分～18時10分（日本時間）

タイトル
いかに日本の債券市場が持続可能な社会に貢献できるか

-How can Japanese capital markets contribute to a sustainable society?-

会場 ZOOMによるウェビナー

共催 国際資本市場協会（ICMA）（※）

参加者
発行体、銀行、証券会社、（機関）投資家、その他の関係機関等 約400名（アクセス数ベース）

（登録者 約600名）

歓迎・開会の挨拶 日本証券業協会
会長 森田 敏夫 パネルディスカッション
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＜関連事業＞
ICMA共催グリーン／ソーシャルボンド・コンファレンスの開催

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

セルサイド 124 207 192 174 157

バイサイド 55 66 92 88 68

発行体（事業会社、地方公共
団体、金融機関等）

58 83 155 181 140

業界団体 45 23 29 13 8

中央行政 12 15 16 52 32

シンクタンク 10 18 20 13 22

格付機関・外部レビュアー 14 20 20 18 13

情報ベンダー 7 4 14 7 5

メディア 11 16 33 22 15

駐日外国公館 0 16 9 18 17

その他 74 83 110 140 132

合計

410※1 551※1
(日本人483)
(外国人68)

690※1
(日本人617)
(外国人73)

726※2
(日本人420)
(外国人316)

609※3
(日本人457)
(外国人152)

（※1 実会場参加者ベース）
（※2  実会場・オンライン登録者ベース）
（※3  オンライン登録者ベース）

 参加人数



© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved. 17

日程 2019年10月９日（水）9時30分～17時15分

タイトル 「日本とアジアのグリーン、ソーシャル及びサステナビリティボンド市場の発展」

会場 ホテルニューオータニ 鶴の間

主催 国際資本市場協会（ICMA：International Capital Market Association）
日本証券業協会

参加者 日本を中心とするアジアの発行体、銀行、証券会社、（機関）投資家、在日大使館職員、
その他の関係機関、報道機関等 約700名（昨年比約30%増）

展示エリア（ブレーク会場）

2017年、2018年に続き、３回目となる2019年のグリーンボンドコンファレンスまでは、大規模会場にて、
終日にわたるプログラム内容として開催している。

会 場 小泉大臣、鈴木会長、シェックCE

＜関連事業＞（2019年度の模様）
ICMA共催グリーン／ソーシャルボンド・コンファレンスの開催
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ICMA（国際資本市場協会）グリーンボンド原則2021日本語版を作成

ICMAウェブページに掲載（本協会ウェブページにリンクを掲載）

「グリーンボンド原則 2021」
日本語訳

Japanese-GBP2021-06-021121.pdf (icmagroup.org)

～ ICMAウェブページ画面より抜粋 ～ ICMAHPに2021年版
日本語訳をアップ

日本語訳末ページより抜粋

＜関連事業＞ICMA「グリーンボンド原則 2021」の日本語訳

https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/Translations/Japanese-GBP2021-06-021121.pdf
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ICMA（国際資本市場協会）ソーシャルボンド原則2021日本語版を作成

ICMAウェブページに掲載（本協会ウェブページにリンクを掲載）

「ソーシャルボンド原則 2021」
日本語訳

Japanese-SBP2021-06-021121.pdf (icmagroup.org)

～ ICMAウェブページ画面より抜粋 ～

ICMAHPに2021年版
日本語訳をアップ

日本語訳末ページより抜粋

＜関連事業＞ICMA「ソーシャルボンド原則 2021」の日本語訳

https://www.icmagroup.org/assets/documents/Sustainable-finance/Translations/Japanese-SBP2021-06-021121.pdf
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環境省 ＥＳＧ金融懇談会
趣旨

年金資産や預金といった国民の資金を、環境課題と経
済・社会的課題の同時解決に向けた取組へと導くため、
金融市場の主要なプレーヤーが一堂に会し、それぞれが
果たすべき役割について認識を深めるとともに、 金融市場
の主要なプレーヤーや有識者等からの意見を聴取しつつ、
それぞれが果たすべき役割について自由闊達に議論する
場として設置

検討事項
(１)環境課題と経済・社会的課題の同時解決に向け

た、
環境金融の意義や課題

(２)国及び金融市場関係者等の取り組むべき方向性

ＥＳＧ金融懇談会開催状況
第１回 2018年１月10日 資料提供
第２回 2018年２月９日
第３回 2018年３月23日
第４回 2018年４月20日
第５回 2018年５月30日
第６回 2018年６月15日
第７回 2018年６月29日 資料提供

第１回開催時資料提供

第７回開催時資料提供

環境省 ESG金融懇談会
＜概要＞
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日証協 SDGs懇談会、本員会による意見提出

「証券業界におけるSDGsの推進に関する懇談会」「貧困、飢餓をなくし地球環境を守る分科会」では、
委員からのSDGsに貢献する投資の促進に向けた投資家行動に関する意見や

証券会社として果たすべき役割等を取りまとめ、
環境省に設置された「ESG金融懇談会」へ参考資料として提出した。

同懇談会では、2018年７月、「ESG 金融懇談会 提言 ～ ESG 金融大国を目指して ～」
を公表している ※。

① ESG 要素（特に“Ｅ”）を考慮した金融商品の拡大
～（略）～
機関投資家は、21 世紀の受託者責任の考え方の浸透とともに、利回り等の条件が

同一又は類似であればESG 関連銘柄へ投資するなど、ESG 投資に関する方針を明
確化することが望まれる。
環境や社会問題を意識した投資を志向しているといわれるミレニアル世代を個人

長期投資家として育てるべきとの指摘もある。個人投資家に対してもESG/SDGs を
意識した質の高い金融商品や投資教育の機会が提供されることが期待される。

（「『ESG 金融懇談会 提言 ～ ESG 金融大国を目指して ～』＜具体的提言＞３．直接金融市場に
おけるESG 投資の加速化（２）環境・社会の持続可能性にインパクトを与えるために」より抜

粋）

※「ESG 金融懇談会 提言 ～ ESG 金融大国を目指して ～」（2018年７月27日）
http://www.env.go.jp/policy/01ESG.pdf

環境省 ESG金融懇談会
＜参考＞日証協SDGs懇談会、本委員会からの意見提出


